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１．緒言
　町を歩けば様々な場面で外国語を耳にする．岡山
駅・倉敷駅といった観光の拠点に行けば，大きな荷
物を抱えた観光客をよく目にする．山陽本線に乗れ
ば倉敷駅到着前に，美観地区観光には当駅で下車す
る旨，英語のアナウンスも流れる．しかし，外国語
の話者は観光地にのみ存在するわけではない．生活
圏としてのショッピングセンターなどでも中国語や
ベトナム語等で話す人々を目にする．とあるショッ
ピングセンターのファストフード店では，通路と店
内を区切るガラスの壁に「アルバイト募集中！」と
日本語で大書されているのと同じ大きさで，「招募
員工！」と中国語で大書されているのを目にする機
会もある．これは明らかに観光客ではない，外国語
を使う地域住民の存在を示している．
　本稿は，本学が立地する倉敷市を中心に，外国語
を第一言語とする地域住民としての児童生徒，すな
わち，外国にルーツを持つ子どもを対象とし，学校
教育に関する現状とそこでの支援について考察する．
２．地域の特性
　法務省の在留外国人統計1）によれば，2016年12月
末現在の総在留外国人数は2,913,314人にのぼる．こ
のうち，岡山県には24,146人が在留している．7市3
町で構成される高梁川流域圏には倉敷市の5,590人
を筆頭に，計9,007人の外国人が在留している．高
梁川流域圏成長戦略ビジョン（第2回改訂）2）では外
国人については観光客という視点でのみ触れられて
いるが，農業・商工業等に従事し，地域で共に生き
る住民としての在留外国人という視点も忘れるわけ
にはいかない．
　本学が位置する倉敷市の中南部に位置する水島地
区は，オールドカマーの集住地として知られる．
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1941年に起工された三菱重工業水島航空機製作所を
はじめ，水島は軍事産業の一大拠点であった．44年
の最盛期には水島航空機製作所で3万人に及ぶ労働
力が国内外から動員されたとされる3）．倉敷韓国人
会館には「韓国・朝鮮人強制連行労働犠牲者慰霊碑」
も建立されている．水島には現在も，水島に深く関
わった在日コリアンが在住している．1945年開設の
旧倉敷朝鮮初中級学校にルーツの一端を持つ，岡山
朝鮮初中級学校も同地に存在する．
　水島工業地帯は岡山県の製造品出荷額等の52.8%
を占め，従業員数でも対全県比で16.4% を占める4）．
このため，水島に集う外国人労働者も多い．これは
技能研修生と他の滞在資格を持つ労働者に二分され
る．前者は企業が直接受入れているケースもある
が，企業団体による団体監理型受入れも多いようで
ある．いずれにしても，技能研修生は家族を伴う来
日は認められていないため，「外国にルーツを持つ
子どもたち」とは直接の関わりを持たない．「外国
にルーツを持つ子どもたち」の保護者（あるいはそ
の周辺）となるのは後者の労働者である．
　また，隣接する総社市は，2017年現在，人口の1.54%
を外国人が占め5），外国人集住都市会議にも加盟し
ている．外国人集住都市会議とは2001年に結成され
た組織で，ニューカマーと呼ばれる南米日系人を中
心とする外国人住民が多数居住する22市町によって
構成され，中四国以西では総社市が唯一の参加都市
である．総社市には2008年にブラジル人学校「エス
コーラ・モモタロウ・オカヤマ」も開設されている．
３．支援対象者は「外国人」であるのか
　ここで用語の整理をしておきたい．先述の「総在
留外国人」とは，中長期在留者及び特別永住者を指
す．前者の「中長期在留者」は，「外交」「公用」「短
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期滞在」以外の在留資格を有し，「特別永住者」で
はなく，3ヶ月を超える在留期間を有する者を指す．
後者の「特別永住者」は，第二次大戦中に日本国民
とされた在日韓国人・朝鮮人・台湾人とその子孫が
第二次大戦終結により本来の国籍を回復した後に，
日本への定住を考慮されたうえの資格を有する者を
指す．
　これに対して，出入国管理及び難民認定法第22条
2項6）によれば，（一般の）「定住者」は「素行が善
良であること．」「独立の生計を営むに足りる資産又
は技能を有すること．」に適合し，かつ「その者の
永住が日本国の利益に合すると認めたとき」に法務
大臣によって許可されるものである．「原則として
引き続き10年以上本邦に在留していること．ただし，
この期間のうち，就労資格又は居住資格をもって引
き続き5年以上在留していることを要する」．しかし，
「永住許可に関するガイドライン」7）によって特例
として以下が認められている．「日本人，永住者及
び特別永住者の配偶者の場合，実体を伴った婚姻生
活が3年以上継続し，かつ，引き続き1年以上本邦に
在留していること．その実子等の場合は1年以上本
邦に継続して在留していること」あるいは「「定住者」
の在留資格で5年以上継続して本邦に在留している
こと」等である．
　中長期在留者同士が婚姻し，出産した場合，それ
だけで子どもは日本国籍を取得しない．この場合は
外国籍を取得して，日本で生活をすることになる．
父または母が日本国籍を有する場合には，国籍法第
2条8）によって子どもは日本国籍を取得する．ただ，
国籍の如何は子どもの言語環境に直接の影響を与え
るものではない．また，生育環境に関しても同様で
ある．日本国籍を有しない子どもが日本国内の日本
語環境で成長し，第二言語としての日本語に不自由
しない場合もある（この場合，第一言語を喪失し，
家庭内のコミュニケーションがうまくとれなくなっ
てしまうという事案も散見される）．また，日本国
籍を有する子どもが生育環境を求めて外国の親戚の
もとで養育され，就学期になって日本の両親のもと
に戻ってくるケースもある．この場合，第一言語は
保持していても，日本語は未習得であることが想定
される．
　初等・中等教育の現場で，日本語がわからずに困っ
ている児童・生徒に対するサポートが，「外国人児童」
に対する日本語支援と言えない理由はここにある．
教室にあって先生の授業や周りの子どもたちの日本
語がわからずに困っている子どもは，日本国籍を有
し，国籍法の定めるところの「日本国民」であるか
もしれないからである．このため，上述の子どもは
「外国にルーツを持つ子ども」「日本語指導が必要
な児童生徒」「日本語能力が十分でない子どもたち」
と呼ばれ，そのサポートが求められている．
４．受入れの現状
　在留外国人数の増加に伴って，外国人児童生徒数
も増加を続けてきた．2017年6月13日，文部科学省
は「日本語指導が必要な児童生徒の受入状況等に
関する調査（平成28年度）」9）を発表した．これによ
ると，日本語指導が必要な外国籍の児童生徒数は 
34,335 人で前回調査より 5,137 人増加した．都道府
県別に見れば，最多は愛知県の7,277名であり，岡
山県には104名である．日本語指導が必要な日本国
籍の児童生徒数は 9,612 人で前回調査より 1,715 人
増加した．同じく都道府県別では，最多は愛知県の
1,998名に対し，岡山県は53名である．
　また，文部科学省が作成した「日本語能力が十分
でない子供たちへの教育について」10）によれば，日
本語指導が必要な日本国籍の児童生徒は10年で1.6
倍に増加したものの，そのうちの2割は日本語指導
を受けることができていないと指摘している．公立
学校における日本語指導が必要な児童生徒数は，大
都市圏に比べ岡山県は多いとはいえない．しかしな
がら，当該児童数が少ない自治体ほど担当教員が措
置されにくい状況にもあり，人数の多少が問題の大
きさを表すものではない．
　倉敷市においてはどうか．市内で校長職を勤めた
こともある市の職員に，個人的な場面で筆者の問題
意識を披瀝したところ，身の回りでそのような問題
は知らないという答えを受けたこともあった．2017
年に50周年を迎えた新制倉敷市は市域が広く，市内
であっても地域によって事情が大きく異なり，実情
がつかみにくいきらいはあるだろう．また，倉敷市
は構造改革特区の一つとして2004年に「国際文化都
市倉敷」英語教育推進特区11）として認定されるなど，
日本語支援というよりは英語教育に注力していると
いう話も学校関係者から聞く．ただ，市の南部を中
心に外国にルーツを持つ子どもたちの問題は確実に
存在する．
　「日本語の指導が必要な子ども」は通常の転校生
と同じように，直接学校に訪れることが多いという．
ここに特別な措置はない．そして，学齢により所定
のクラスに配属される．受入歴があり，学校に外国
にルーツを持つ子どもがいることに慣れている学校
の教員は，（マジョリティーである日本人の）子ど
もたちは慣れたものだと言う．とはいえ，うまく意
思疎通ができずけんかになってしまうこともあると
いう．また，意思疎通がうまくいかない場合，同じ
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第一言語を持つ在日期間の長い生徒を呼び出し，「通
訳」してもらうこともあるそうだ．
　日本語が不十分なまま，日本語で運営されるクラ
スにずっと在籍する不安はいかほどのものか．授業
では教員と周囲の児童が何かをしている．しかし，
自分一人がその何かが定かではない環境というのは
どのようなものだろうか．担任の教員にしても周囲
の児童との兼ね合いをはかりながら当該児童のケア
にもあたる必要があり，その苦労は大変なものだろ
う．
　子どもはその特性を活かし，日本語がゼロ，ある
いは不十分であっても，クラスに在籍し日本人児童
と触れあうなかで，成人では考えられないほどに日
本語を身につける．しかし，それは「生活言語」に
とどまり，友だち付き合いだけでは「学習言語」に
まで進展することはなかなか難しいという．また，
登校しなくなり日本語との接点が少なくなる長期休
暇の問題もある．外国にルーツを持つ子どもは親戚
を訪ねて，長い時間日本から離れることもままある．
それは自然なことだと思われるし，少なからぬ効用
はあるだろうが，日本語環境からは離れることにな
る．2017年8月末に，筆者が倉敷市内の小学校で担
当教諭に話を伺った折もまさに2学期の始業式直前
であり，日本語の保持について心配する声も聞かれ
た．
５．ボランティア団体の活躍と情報提供
　現在倉敷市では，在住外国人に日本語を教えるボ
ランティア団体が5つ存在する12）．このうち倉敷地
区で実施されている「倉敷日本語教室」「倉敷善意
通訳会」，水島地区で開催されている「水島日本語
教室」を，2017年9月までに見学することができた．
支援者は，多い教室でおよそ15名，少ない教室で5
名弱といったところだった．いずれも支援者と被支
援者が1対1，あるいは1対2でテーブルをともにし，
日本語に関わる活動を行なっていた．支援者はもと
より被支援者も成人が多かったが，就学期の児童・
生徒が親に連れられてふと現れることもあるとのこ
とだった．実際，ある団体の教室には小学生が宿題
を持って現れ，教員経験者の支援者とともにプリン
ト学習に取り組んでいた．
　倉敷市では国際課を設置し，「国際交流の推進」「多
文化共生の推進」「国際協力・貢献活動の推進」を3
つの柱としている13）．日本語支援はこのうちの「多
文化共生の推進」にあたり，「外国人に日本語を教
えるボランティア団体を支援したり，在住外国人へ
多言語による情報提供などを行います．」としてい
る．実際に，倉敷市では市中心部に文化交流会館を
持ち，その中に国際交流ラウンジ・国際交流情報コー
ナーを設置している．また隣接する会議室はボラン
ティア団体の活動の場としても用いられている．
　ただ，「在住外国人へ多言語による情報提供」は
心許ない．倉敷市のホームページ14）を見ても外国人
住民が日本語以外でアクセスできる情報は非常に限
られている．ページ上部に「▶ English　▶中文　▶
한국어」と記されたリンクはあるものの，これはホー
ムページ全体をそれぞれの言語で機械翻訳するため
のリンクに過ぎない．人口規模の違いから単純に比
較ができないことはいうまでもないが，外国人住民
が多い横浜市のホームページ15）が「English・中文
简体・中文繁體・한글・Español・Português・や
さしいにほんご」の7バージョンで対応しているこ
とを考えると，いささかの格差は感じざるを得ない．
６．行政の取組
６. １　文部科学省
　日本語の指導が必要な子どもたちに対し，国は近
年，段階的に取り組んできた．2014年には「学校教
育法施行規則の一部を改正する省令等の施行」16）に
より，「日本語に通じない児童又は生徒」に対して「特
別の教育課程」を実施することを可能とした．この
特別な教育課程とは日本語の指導に加え，児童・生
徒の日本語力に応じた教科指導も含まれる．これに
より，学校の中での日本語指導が正規に位置づけら
れた．また，この特別な教育課程に携わる教員が，
学校の教員定数に上乗せされて加配されることにも
なった．2016年には「学校における外国人児童生徒
等に対する教育支援に関する有識者会議」が開催さ
れた．この報告書を受けて，2017年に文部科学省が
発表した「平成29年度教員採用等の改善に係る取
組事例」17）では「外国人児童生徒等教育に関係する
経験を積んだ者」について，「国内での外国人に対
する日本語教育に従事した経験も含め，これらの経
験を考慮した一部試験免除や特別の選考など，教育
支援の充実に向けた採用選考の実施に努めてくださ
い．」とし，教員採用の観点に踏み込んで，学校で
の日本語指導に対応しようとしている．
６. ２　岡山県，とりわけ倉敷市
　県内では岡山市・総社市で教員の加配が行なわれ
ている．倉敷市は未実施である．
　岡山県では2008年から財団法人岡山県国際交流協
会がボランティアの「子ども日本語学習サポーター」
を組織している18）．これは日本語指導が必要な児童・
生徒を受入れた学校の要望を受け，ボランティアの
サポーターを派遣する制度である．一度の申請で原
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認知されていないのは残念である．市で独自の取組
みがない以上，本制度は日本語支援につながる重要
な機会となるはずであり，その周知の実情について
は今後の調査課題としたい．
　また，倉敷市では「倉敷市学校園支援ボランティ
ア」を募っている19）．この内容は「授業中や放課後，
長期休業中などにおける児童生徒の学習支援，幼児
児童生徒の生活支援，幼児児童生徒の学校園での生
活上の課題等に対する支援」としている．筆者も及
ばすながら，こちらにも登録を済ませた．
７．結語
　2017年9月から，筆者も倉敷市の某小学校で「外
国にルーツを持つ子ども」に実際に接するように
なった．日本語教育を専門としてこれまで様々な学
校で，様々な文化を背景に持つ学習者に接してきた
が，年少者に対峙するのは初めての機会である．ど
う接すればよいのか，どのようなことに興味を持つ
のか，そして日本語支援の時間をどのようにデザイ
ンすればよいのか．成人の学習者に対する方法とは
異なり，考えるべき点は多い．
　初等・中等教育機関の教員は多忙を極めている．
10年ぶりに行なわれた文部科学省の調査で判明した
ように，残業が過労死ラインとされる月80時間を越
える例が，中学校では6割近く，小学校でも3割に及
ぶ20）．本職の学校教員にしかできない教育活動は多
い．ただ，その一方で，より学校を地域で支える方
策も必要であろう．筆者も自身の専門性を活かしつ
つ，地域の実情を観察し，それに即した支援の方法
を模索し，地域に貢献したいと考える．
417外国にルーツを持つ児童生徒に対する特別な教育的支援に向けて
　　http://www2.city.kurashiki.okayama.jp/kurakoku/khk/index3.htm，2017．（2017.9.29確認）
14） 倉敷市：倉敷市公式ホームページ．http://www.city.kurashiki.okayama.jp/，2017．（2017.9.29確認）
15） 横浜市：市役所トップページ．http://www.city.yokohama.lg.jp/，2017．（2017.9.29確認）
16） 文部科学省：学校教育法施行規則の一部を改正する省令等の施行について（通知）．
　　http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/clarinet/003/1341903.htm，2014．（2017.9.29確認）
17） 文部科学省：平成29年度教員採用等の改善に係る取組事例．
　　 http://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail/__icsFiles/
afieldfile/2017/02/17/1381762_1.pdf，2017．（2017.9.29確認）
18） 岡山外国人児童生徒日本語学習支援研究会：子ども日本語学習支援ガイドブック．財団法人岡山県国際交流協会，
岡山，2012．
19） 倉敷市：学校園支援ボランティア．http://www.city.kurashiki.okayama.jp/18843.htm，2017．（2017.9.29
確認）
20） 文部科学省：教員勤務実態調査（平成28年度）の集計（速報値）について（概要）．
　　http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/29/04/1385174.htm，2017．（2017.9.29確認）
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